
定年後再雇用者の基本給につき定年時の60％を下回る部分は不合理とした原審は、労使交渉に関する事情を適切に考慮していない
（名古屋自動車学校事件　最高裁一小　令5.7.20判決）
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●採用選考時のWEBテストにおける“替え玉受験”を防止するにはどうすればよいか
●採用面接時に在宅勤務の可否を尋ねることは「採用選考時に配慮すべき事項」に照らして問題か
●退職時に残っている積立保存休暇の取得を認めず、買い取る取り扱いは問題か
●会社に無断でAIツールを使用したことで、不正確な情報により業務ミスを重ねた従業員を懲戒処分することは可能か
●上司に対し“逆パワハラ”を行う社員を懲戒処分することは可能か
●自転車通勤者にヘルメットの着用を義務づける際の留意点
●社内での募金活動を社員に認める際の留意点
●当事者の意向を聞かずに会社主催の歓迎会を開催することは問題か
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